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東南海・南海地震を考える（２）
　前回は予定を変更して大阪の個室ビデオ店の火災（１０月１日発生　死者１５人）について書いたので、今回は前々回の続きとして、東南海・南海地震について考えてみることとしたい。

[阪神・淡路大震災の延長上で考えることはできない]

　前々回では、中央防災会議の被害想定をもとに、東南海・南海地震における死者数、全半壊戸数、津波被害などについて、各地域の被害状況を概観した。このような数字を見ると、あの阪神・淡路大震災と比較して、「大変だ。死者だけでも２～３倍にもなる。何とかしなくては。」と思うが、無意識のうちに阪神・淡路大震災の延長上で対応や対策を考えてしまうことにもなりがちだ。

　東南海・南海地震の場合、そういうアプローチももちろん必要だが、阪神・淡路大震災の延長とは全く次元の異なる場面もたくさんある。
[超広域災害]

　まず、留意しておかなければならないのは、被害を受ける範囲が極めて広いことだ。国から「東南海・南海地震防災対策推進地域」として指定されている市町村だけでも21都府県425市町村（合併後）に上り、その中には、静岡、浜松、名古屋、京都、大阪、堺、神戸の７政令市（全国の政令市は17）が含まれている。東海地震の強化地域に指定されている県や市町村の数（8都県170市町村）に比べても3倍近く、日本全土の半数近くの都府県に及んでいる。
　阪神・淡路大震災の時には、同じ神戸市内でも六甲山の北側の地域は応援する側にまわることができた。大阪市消防局が市内の火災を鎮圧するや直ちに神戸に消火部隊を派遣するなど、発災当日から近隣の応援部隊が大きな役割を果たした。
　東南海・南海地震ではそうはいかない。21都府県全体が均等に大被害を受けるわけではないが、被災した自治体が被害の大きい他の市町村を応援するのは難しいし、応援できたとしても限度がある。最も被害の大きい地域を、やはり相当の被害を受けた地域が何重にも取り巻くことになるため、最も応援を必要とする地域に応援部隊を投入するには相応の作戦が必要になる。
　阪神・淡路大震災以後、消防、警察、自衛隊を初め、救助から災害復旧に至る各分野で広域応援体制が整備された。それが功を奏し、新潟県中越地震などの際には、各地から集まった支援部隊が活躍したが、東南海・南海地震のような超広域災害になると、とても同じようにはいかない。短期間で陸路被災地の中心部に入ることが難しいことを前提に、船舶、航空機と地元の車両を組み合わせた広域応援部隊の派遣・行動計画が必要となる。また、迅速で効率的な派遣決定のためには、事前に派遣計画を作っておき、いざという時には、とりあえず事前の計画に沿って第一次の応援部隊を派遣してしまう、という方法論も必要だ。
　中央防災会議では、2006年4月に「東南海・南海地震応急対策活動要領」を作成した。この要領は基本的な方針を示したものだが、各省庁ではこれをもとに具体的な活動計画を作成している。それを見ると、物資の調達と輸送、応援部隊の派遣、広域医療搬送などの各分野について、それぞれ○県にはどこからどのくらい、という数字が具体的に決められている。今年の総合防災訓練（９月１日）の際には、この具体的活動計画を前提とした図上訓練も行われたようだ。
　このようなアプローチは方法論としては適切だと思うが、公表されている資料を見る限り、まだまだ改善の余地がありそうだ。陸路が相当程度使えることを前提としているようだし、船舶や航空機にしても、各省庁がとりあえず調達可能な範囲だけで考えているように見える。実際にこの地震が起こったら、漁船や民間航空の定期便などを含め、使えるものは全て応援用に調達する必要があるのではないかとすら思うのだが。
[被災者は飢えないで済むのか]

　阪神・淡路大震災では、その日のうちに外部からの補給線がつながり、（当初は食料や水が末端まで行き渡らない面があったにしても）被災者が飢えや渇きで心底困窮することはなかった。

　東南海・南海地震の場合はどうだろうか。
たとえば愛知県へは、第一段階で飲料水２万７千㌧、食料２３百万食を搬送することになっている。どちらも大変な量だが、愛知県の人口７２５万人からすれば１日分に過ぎない。通常の物流網が復旧するまでは、水や食料だけでも公的大量輸送を繰り返さないと、絶対量が不足する可能性がある。
他の被災県についても同様の大量搬送が必要だが、空路や寸断された幹線道路で運べる量ではない。当然、海路が主役になるが、自衛隊や海上保安庁の艦船や民間船舶の調達だけで搬送可能なのだろうか。港湾が津波で使用不能になるとか、陸揚げされた物資を末端まで運ぶ道路網の損壊だとか、トラックや運転手の調達などの問題もある。
港湾や道路網を復旧するには、技術者と資材と重機と運転者が必要だ。域内だけで不足するなら外部から運び込まなければならないが、日本の半分近くが被災している時、国内だけで十分な応援資源を確保できるのだろうか。確保に時間がかかれば、その分道路網の復旧が遅れ、水や食料などの補給も遅れることになる。

こう考えてくると、（いくら大渋滞を起こしていても）外部と陸路つながっていた神戸とは大違いだ。発災後７２時間が勝負の救助活動は言うに及ばず、被災者が飢えや渇きで苦しむことがないようにするだけでも、大変ではなかろうか。
[巨大地震連続発生の可能性]

　東南海・南海地震対策を考える時に厄介なのは、この二つの地震が少し時間を置いて発生する可能性もあることだ。同時発生（１６０５年慶長地震、１７０７年宝永地震）も大変だが、３２時間後（１８５４年安政地震）というのも、２年後（１９４４年東南海地震、１９４６年南海地震）というのも別の大変さがある。余震だけでも苦労するのに、Ｍ８クラスの巨大地震が連発するのだから手に負えない。
　応援という観点から見て厄介なのは、巨大地震が２～３日の間を置いて連発する場合だ。応援部隊が被災する可能性もあるし、多数の応援部隊を出していた地域が大被害を受ける可能性もある。このため、東南海地震か南海地震かのどちらかしか発生しなかった場合には、政府のオペレーションは極めて難しくなる。応援部隊を出すことをためらう自治体が出てくる可能性だってありそうだ。
　東南海・南海地震の同時発生という最大級の地震への対応を考えておけば、連発はその応用問題として考えれば良い、というわけにはいかない。それぞれの地震が単独で発生した場合に、もう一つの地震がすぐに起こる可能性を念頭に、どの地域からどのような応援部隊をどの程度出すか、ということを具体的な計画として作成しておかなければならないと思う。

[日本が日本でなくなる可能性も]
東南海・南海地震では、日本の中央に位置する地域が壊滅的な打撃を受ける。本稿ではあえて触れて来なかったが、東海地震との同時発生や連続発生の可能性もある。しかも、そのような事態が今世紀前半に起こる可能性は６０～８０％とも言われている。

その直接、間接の経済被害は計り知れない。円や株価の大暴落、外資の一斉引き上げ、国債や地方債の更なる大量発行、超インフレ、世界における日本の経済的シェアやプレゼンスの崩壊、復興事業のための外国人労働者の大量導入、…などなど、その方面には疎い私でも、阪神・淡路大震災とは次元の違う大変な事態になることだけはわかる。地震を境にして、それまでの日本とは違った日本になってしまう可能性すらあるかも知れない。
当面、２００３年１２月に定められた「東南海・南海地震対策大綱」に従って、地道に建物その他の施設の耐震性向上や津波対策の整備などを行うとともに、発生に向けた応急対応の準備などを進めるほかないのだが、政府も国民もあまり熱心に取り組んでいるように見えないのは心配だ。
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